
 
平成 11 年 11 月 10 日 

平成 12 年 3 月期（第 56 期）中間決算について 

 

当社は、本日（11月 10日）開催の取締役会において、第５６期中間決算案を承認いたしました。その詳
細については、次ページ「中間決算短信」をご参照ください。 
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9706
日本空港ビルデング株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目５番１号
専務取締役
鹿　島　　　博 (03)3201-7116       

平成 年 月期 中間決算短信

上場会社名
コード番号
本社所在地
問合せ先 責任者役職名

氏        名 ＴＥＬ 
中間決算取締役会開催日

年 月中間期の業績 ( 平成

平成 年

36,767 1.1
36,366 △4.7

4,163 20.9
3,442 △5.5

3,900 69.2
2,304 △17.4

2,010 28.5
1,564 △10.1

100,540,000
100,540,000

130,261
142,331

82,389
79,493

63.2
55.9

4,800

(1)経営成績

1 . )

11年9月中間期
10年9月中間期

売上高 (対前年中間期増減率)

百万円 ％

( )
( )

営業利益

百万円 ％

( )
( )

経常利益

百万円 ％

( )
( )

11年9月中間期
10年9月中間期

中間(当期)純利益

百万円 ％

( )
( )

1株当たり
中間(当期)純利益

1.期中平均株式数
株

株

(3)財政状態

11年9月中間期
10年9月中間期

総  資  産

百万円

株主資本

百万円

株主資本比率

％

1株当たり株主資本

2.中間期末の有価証券の評価損益 百万円

2.会計処理の方法の変更

売  上  高

年 月期の業績予想2 .

(参考)1株当たり予想当期純利益 円 銭

1 2 3

11 9

12 3

月 日11 11 10

平成 年 月 日11 11 10

年 月11 4 1 日～平成 年 月 日11 9 30

19 99
15 56

819 47

790 67

( ～ )平成 年 月 日11 4 1 平成 年 月 日12 3 31

81

有 無

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円未満は、切捨処理しております。）

中間配当支払開始日 平成 年 月 日11 12 6
中間配当制度の有無 有 無

11年9月中間期
10年9月中間期

　　 別添資料７頁「中間財務諸表作成の基本となる事項」参照

(2)配当状況

11年9月中間期
10年9月中間期

1株当たり
中間配当金

3 50
3 50

(注)

特別配当
0 00
0 00

11年9月中間期配当金の内訳

100,540,000 株
株

3.中間期末のデリバティブ取引の評価損益 百万円

1株当たり年間配当金

期     末

0072,900
百万円

経常利益

6,500
百万円

50

当期純利益

3,600
百万円

100,540,000

72,346 7,347 5,65511年3月期

(対前年中間期増減率) (対前年中間期増減率)

(対前年中間期増減率)

3,19511年3月期 31 78

会計処理基準

中間財務諸表作成基準

中間財務諸表作成基準

(注)

100,540,000 株11年3月期

円 銭7 00

1株当たり
年間配当金

11年3月期

記念配当

130,333 80,772 62.011年3月期 803 39

1.期末発行済株式数
11年9月中間期
10年9月中間期

(注)

11年3月期 株100,540,000

12年3月期

上場取引所 東 大 名 1部 2部 外国部 京 広 福 新 札

35

円 銭

円 銭 円 銭

円 銭

円 銭 円 銭
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 別　添　資　料

１．経 営 方 針       

当社が、営業の基盤を置く東京国際空港（羽田）は、地方空港の整備拡充の進展及び羽田沖合展

開計画の進ちょくに伴い、国内航空路線網の中核として、ますますその重要性が高まっております。

このような状況の下、当社は、営業の基幹となる同空港の西旅客ターミナルビル及び国際線旅客タ

ーミナルビルにつき、その安全かつ円滑な運営とサービスの向上に一層の努力を傾注していく所存

であります。また、課せられた任務の公共性を踏まえつつ、従来にも増してより一層積極的に業務

の活性化と経営全般にわたる合理化・効率化を図り、社業の発展と経営基盤の強化に努めていかな

ければならないと考えております。

当社が建設主体となっております東京国際空港（羽田）東旅客ターミナルビル新築計画につきま

しては、平成１０年度より、沖合展開計画の一環としてターミナルビル周辺整備のための関係工事

が国費により進められております。当社といたしましても、国の工事の進ちょく状況と合わせ、関

係方面と協議を重ねるとともに、本年６月には東旅客ターミナルビル建設に係るマスタープランを

広告し、９月以降に基本設計に係る契約先の選定を行うなど、鋭意その諸準備を取り進めていると

ころであり、新時代にふさわしいターミナルビルとするよう今後とも最善の努力を尽すこととして

おります。

利益配当につきましては、東旅客ターミナルビルの建設など将来の事業展開に備えるとともに、

経済環境の変動が激しい現状に鑑み、安定配当の維持を第一としたいと考えております。

２．経 営 成 績       

当上半期のわが国経済は、民間需要の回復力が依然として弱く、未だ厳しい状況を脱するに至っ

ておりませんが、各種の政策効果の浸透などにより、景気はやや改善しつつあります。航空及びそ

の関連業界は依然として厳しい状況にありますが、旅客数には回復の動きが見られております。

このような状況の下、当上半期の営業収益は３６７億６千７百万円（前年同期比１.１％増）とな

りました。営業費用は、業務運営の一層の効率化と経営の合理化に努めました結果、３２６億３百

万円（前年同期比１.０％減）となり、これを差引いた営業利益は４１億６千３百万円（前年同期比

２０.９％増）となりました。経常利益は３９億円（前年同期比６９.２％増）、中間純利益は２０億

１千万円（前年同期比２８.５％増）となりました。

当期の中間配当金は、前期と同様 1 株につき３円５０銭といたしました。

当上半期の部門別の状況及び通期の見通しは、以下のとおりであります。

（１）空港旅客ターミナルビル施設の管理及び運営業務

２１世紀の国内航空輸送の拠点空港にふさわしいターミナルビルを目指して建設いたしまし
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た東京国際空港（羽田）西旅客ターミナルビルは、開館後既に６年を経過し、この間その運

用実績に鑑み、必要な箇所につき適宜改修・新設工事を行うなど、機能性、利便性及び快適

性に十分配慮した施設運営とサービスの向上に努めてまいりました。

しかしながら、本年７月に発生しました羽田空港出発便のハイジャック事件に鑑み、二度と

このような事件が発生しないよう、旅客ターミナルビルの管理者として直ちに緊急措置を講

ずるとともに、速やかに、恒久的措置として到着客の 1 階手荷物受取所から２階出発待合室

への逆流防止対策工事を行って９月２９日に供用開始させるなど、当社として出来得る限り

の対策を講じてまいりました。

また、館内環境の改善を図るべく本年３月より順次行ってまいりました西旅客ターミナルビ

ル及び国際線旅客ターミナルビルの喫煙コーナーへの分煙システム導入につきましては、７

月末までにそのすべてを完了いたしました。

一方、現在計画中であります東旅客ターミナルビル供用開始後の東西両ターミナルビルの設

備保守管理業務をより一層専門的かつ効率的に運営するため、本年 7 月に羽田事業所施設管

理部門を分社独立の上、新会社を設立し、業務を移管いたしました。

本部門の営業収益は、西旅客ターミナルビル全貸室利用者との契約更新に際して家賃等を減

額したことにより、１０４億５百万円（前年同期比０.３％減）となりました。

（２）物品販売業務

東京国際空港（羽田）における物品販売業務につきましては、国内線旅客に伸びが見られた

ものの、回復感に乏しい個人消費などにより依然として厳しい営業環境が続いておりますの

で、開店時間の繰上げ、取扱商品の見直し、新商品や話題商品の積極販売、催事コーナーの

充実、店内レイアウトの変更などの積極的な営業展開を図りました。

新東京国際空港（成田）における免税品などの物品販売業務並びに関西国際空港における関

西国際空港株式会社の直営免税店の運営受託業務及び保税商品を中心とした卸売業務につき

ましては、国際線旅客に伸びが見られたものの、回復感に乏しい個人消費、訪日旅客の買い

控え傾向などにより依然として厳しい営業環境が続いておりますので、取扱商品の見直し、

新商品や話題商品の積極販売、キャンペーンセールの実施、店内レイアウト変更などの積極

的な営業展開を図りました。特に、新東京国際空港（成田）におきましては、本年３月に業

務を開始いたしました他社店舗への卸売業務が好調に推移し、さらに９月には第１旅客ター

ミナルビル中央ビル新館４階に１店舗を新規開業いたしました。また、関西国際空港におき

ましては、３月に新たに運営業務を受託した関西国際空港株式会社の直営免税店１店舗の改

装を行い、営業基盤の一層の強化に努めました。

本部門の営業収益は、羽田、成田、大阪の各事業所の売上を合わせ２３９億９百万円（前年

同期比１.１％増）となりました。

（３）その他のサービス業務

東京国際空港（羽田）旅客ターミナルビルにおきましては、案内業務、旅行傷害保険代理業、
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ホテルあっせん、乗車券販売などの幅広いターミナルサービスを提供しておりますが、その

実績は堅調に推移いたしました。また、駐車場業務につきましては、長時間駐車の利用増な

どにより順調に推移いたしました。

新東京国際空港（成田）旅客ターミナルビルにおきましては、旅行傷害保険代理業、ホテル

あっせん、乗車券販売などのサービス業務を行っておりますが、本年３月からは第１旅客タ

ーミナルビル北ウイングのリニューアルオープンに伴いサービスカウンターなどを展開し、

乗車券販売を中心に好調に推移いたしました。

本部門の営業収益は、２４億５千２百万円（前年同期比７.９％増）となりました。

（４）通期の見通し

通期の業績見通しにつきましては、売上高７２９億円（前期比０.８％増）、経常利益６５億

円（前期比１４.９％増）、当期純利益３６億円（前期比１２.７増）となる見込みです。

３．コンピュータ西暦２０００年問題への対応状況

コンピュータ西暦２０００年問題につきましては、万が一不測の事態が発生した場合に備え、旅

客ターミナルビルなどの管理運営に支障を来さぬよう危機管理体制を整え、安全性、機能性及び利

便性の確保を図ることとしております。

本問題に係る費用は、主にコンピュータ機器の更新費用であり、年次計画による更新分を含め累

計９億５千８百万円で、リース契約により対応しております。



  ４．中 間 貸 借 対 照 表  

（単位：百万円）

科            目
当 中 間 期 前 年 中 間 期

増    減 前 期

(平成11年9月30日現在) (平成10年9月30日現在) (平成11年3月31日現在)

（ 資  産  の  部 ）

流  動  資  産 26,810            33,665            △ 6,854      23,909            

現 金 ・ 預 金 9,719            11,343           △ 1,623     12,000           

売 掛 金 1,841            2,133            △ 291     1,968            

有 価 証 券 10,511           14,645           △ 4,134     5,474            

自 己 株 式 0   0   0   1   

商 品 2,819            2,775            44              3,061            

特 定 金 銭 信 託 1,000            1,000            －              1,000            

前 払 費 用 499              1,220            △ 721     －               

未 収 入 金 384              387              △ 2     361              

そ の 他 の 流 動 資 産 38               165              △ 127     47               

貸 倒 引 当 金 △ 5      △ 7      2               △ 6      

固  定　資　産 103,451           108,666           △ 5,215      106,424           

有 形 固 定 資 産 84,963            91,921            △ 6,957      88,385            

建 物 74,178           80,768           △ 6,589     77,164           

構 築 物 373              441              △ 67     404              

機 械 装 置 1,339            1,562            △ 222     1,530            

車 両 運 搬 具 19               19               0  15               

器 具 備 品 1,991            2,086            △ 94     2,228            

土 地 7,041            7,042            △ 1     7,042            

建 設 仮 勘 定 18               －               18              －               

無 形 固 定 資 産 50               54               △ 3      52               

施 設 利 用 権 50               54               △ 3     52               

18,437            16,691            1,746            17,987            

投 資 有 価 証 券 11,245           10,361           883             10,865           

子 会 社 株 式 4,395            4,245            150             4,245            

長 期 貸 付 金 66               72               △ 5     76               

長 期 前 払 費 用 18               108              △ 90     115              

差 入 敷 金 保 証 金 2,089            1,276            812             2,063            

そ の 他 の 投 資 等 622              626              △ 4     622              

資   産   合   計 130,261           142,331           △ 12,069      130,333           

投 資 等投 資 等

－４－



（単位：百万円）

科            目
当 中 間 期 前 年 中 間 期

増    減 前 期

(平成11年9月30日現在) (平成10年9月30日現在) (平成11年3月31日現在)

（ 負  債  の  部 ）

流　 動 　負 　債 14,452            27,762            △ 13,310      14,187            

買 掛 金 2,221            2,143            78              2,519            

一年内償還の社債 －               15,000           △ 15,000     －              

短 期 借 入 金 3,856            2,356            1,500           3,856            

未 払 金 949              1,203            △ 253     1,380            

未 払 費 用 2,221            1,943            278             1,483            

未 払 法 人 税 等 1,562            731              831             1,228            

未 払 事 業 税 等 －               245              △ 245     －              

前 受 金 1,643            1,697            △ 54     1,559            

預 り 金 1,396            1,349            46              1,570            

前 受 収 益 －               15               △ 15     －              

賞 与 引 当 金 600              634              △ 33     590              

羽田沖合移転撤去費引当金 －               441              △ 441     －              

固 　定 　負 　債 33,420            35,074            △ 1,654      35,373            

長 期 借 入 金 19,852           21,459           △ 1,606     21,780           

退 職 給 与 引 当 金 4,934            5,205            △ 270     5,264            

長 期 未 払 金 299              －               299             －              

預 り 敷 金 保 証 金 8,333            8,410            △ 77     8,327            

負 　債　 合　 計 47,872            62,837            △ 14,964      49,561            

（ 資  本  の  部 ）

資　　　本　　　金 17,489            17,489            －              17,489            

法  定  準  備  金 22,877            22,802            74              22,838            

資 本 準 備 金 21,309           21,309           －              21,309           

利 益 準 備 金 1,567            1,492            74              1,528            

剰　　　余　　　金 42,022            39,201            2,820            40,445            

配 当 平 準 準 備 金 4,560            4,560            －              4,560            

福 利 厚 生 施 設 積 立 金 1,350            1,350            －              1,350            

羽田東側施設建設積立金 8,500            6,000            2,500           6,000            

別 途 積 立 金 25,000           25,000           －              25,000           

中間(当期)未処分利益 2,612            2,291            320             3,535            

(うち中間(当期)純利益) ( 2,010 )   ( 1,564 )   ( 445 )  ( 3,195 )   

資 　本   合　 計 82,389            79,493            2,895            80,772            

負 債 ・ 資本合計 130,261           142,331           △ 12,069      130,333           

－５－



５．中 間 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期
平成11年4月 1日から 平成10年4月 1日から 平成10年4月 1日から

平成11年9月30日まで 平成10年9月30日まで 平成11年3月31日まで

 営　 業   収   益

営 家 賃 収 入 6,533        6,876        △ 342  △ 5.0  13,734      

経 施設利用料収入 3,871        3,564        307       8.6  7,565       

業 そ の 他 の 収 入 2,452        2,272        180       7.9  4,481       

商 品 売 上 23,909       23,652       256       1.1  46,565      

常 損 （ 計 ） 36,767       36,366       401       1.1  72,346      

 営　 業 　費　 用

益 商 品 売 上 原 価 16,589       16,299       289       1.8  32,136      

損 人 件 費 2,976        2,976        0  0.0  6,285       

の 物 件 費 9,265        9,582        △ 317  △ 3.3  18,217      

減 価 償 却 費 3,772        4,064        △ 291  △ 7.2  8,359       

益 部 （ 計 ） 32,603       32,923       △ 319  △ 1.0  64,998      

4,163        3,442        720        20.9  7,347        

の 受取利息及び配当金 187          243          △ 56  △ 23.0  351         

雑 収 入 342          327          15        4.6  721         

（ 計 ） 529          570          △ 40  △ 7.2  1,072       

部

支 払 利 息 652          1,166        △ 513  △ 44.1  2,300       

雑 損 失 141          542          △ 401  △ 74.0  464         

（ 計 ） 793          1,708        △ 915  △ 53.6  2,765       

3,900        2,304        1,595      69.2  5,655        

 特　 別 　損　 失

厚 生 年 金 基 金
過 去 勤 務 費 用

359          －           359         －      －           

3,540        2,304        1,235      53.6  5,655        

－           740          △ 740    －      －           

1,530        －           1,530       －      2,460       

2,010        1,564        445        28.5  3,195        

　　　　　　　　　　　　　　　　 602          727          △ 124  △ 17.2  727         

－           －             －        －      351         

－           －             －        －      35          

2,612        2,291        320        14.0  3,535        

営

業

外

損

益

の

部

中 間 (当 期 )純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

税引前中間(当期)純利益

営 業 外 収 益

営 業 利 益

経 常 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

利 益 準 備 金 積 立 額

中間(当期)未処分利益

科 目 増 減
増 減 率

(％)

法人税、住民税及び事業税

益
の
部

特
別
損

営 業 外 費 用

－６－



                                                 －７－

注 記 事 項

１. 中間財務諸表作成の基本となる事項

(1) 正規の決算と異なる会計処理               

     中間会計期間に帰属する額を把握するため、下記の処理を実施しております。

① 退職給与引当金繰入額

年間繰入見積額を、期間基準により２分の１計上しております。

② 減価償却費

当中間会計期間末の固定資産の年間償却見積額を、期間基準により２分の１（期中取得した

ものは期間対応分）計上しております。

③ 法人税及び住民税並びに事業税

当中間会計期間を一事業年度とみなして計算した額を計上しております。

(2)商品の評価基準及び評価方法                 売価還元法による原価法

(3)有価証券の評価基準及び評価方法

・取引所の相場のある有価証券  移動平均法による低価法（切放し方式）

・そ の 他 の 有 価 証 券             　 移動平均法による原価法
　　　　(特定金銭信託中の有価証券を含む)

(4)有形固定資産の減価償却の方法                 

法人税法の規定に基づいて、定率法を採用しております。

(5)リ ー ス 取 引 の 処 理 方 法               

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借契約に係る方法に準じた会計処理によっております。

(6)消 費 税 等 の 会 計 処 理               

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

[会計処理方法の変更]

厚生年金基金の過去勤務債務に係る特別掛金の処理方法を変更し、拠出時に費用処理する方法

から拠出見込額全額を特別損失として計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった

場合に比べ、営業費用が 19 百万円減少し、営業利益及び経常利益は同額増加し、税引前中間純利

益は 340 百万円減少しております。

[追 加 情 報         ]

前年中間期において「物件費」に含めていました「事業税」（当中間期 344 百万円）及び「法人

税及び住民税」（当中間期 1,186 百万円）は、中間財務諸表等規則の改正により当中間期において

は「法人税、住民税及び事業税」として表示しております。

[表 示 方 法 の 変 更         ]

未払事業税及び未払事業所税については、前年中間期においては「未払事業税等」として表示

しておりましたが、当中間期においては、未払事業税（344 百万円）については「未払法人税等」

に含め、未払事業所税（32 百万円）については流動負債の「未払金」に含めて表示しております。

２． 貸借対照表に関する注記

当  中  間  期 前 年 中 間 期 前　　　期項   目
（平成１１年９月３０日現在） （平成１０年９月３０日現在） （平成１１年３月３１日現在）

1. 有 形 固 定 資 産 の        
減 価 償 却 累 計 額        

57,199 百万円 50,733 百万円 54,115 百万円

2. 自 己 株 式 の 数        703 株 663 株 1,403 株



－８－

３.リース取引に関する事項

当　中　間　期 前　年　中　間　期 前　　　　期
平成１１年４月　１日から
平成１１年９月３０日まで

平成１０年４月　１日から
平成１０年９月３０日まで

平成１０年４月　１日から
平成１１年３月３１日まで

  
１.リース物件の所有権が借主
   に移転すると認められるも
   の以外のファイナンス・リ
   ース取引

  
１.リース物件の所有権が借主
   に移転すると認められるも
   の以外のファイナンス・リ
   ース取引

  
１.リース物件の所有権が借主
   に移転すると認められるも
   の以外のファイナンス・リ
   ース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、

   減価償却累計額相当額及び中間
   期末残高相当額

(1)リース物件の取得価額相当額、

   減価償却累計額相当額及び中間
   期末残高相当額

(1)リース物件の取得価額相当額、

   減価償却累計額相当額及び期末
   残高相当額

取得価額
相 当 額    

減価償却累
計額相当額

中 間 期 末     
残高相当額

取得価額
相 当 額    

減価償却累
計額相当額

中 間 期 末     
残高相当額

取得価額
相 当 額    

減価償却累
計額相当額

期末残高
相 当 額    

器　具
備　品

百万円

3,952

百万円

2,647

百万円

1,304
器　具
備　品

百万円

3,492

百万円

2,225

百万円

1,266
器　具
備　品

百万円

3,864

百万円

2,369

百万円

1,494

その他 1,372 806 565 その他 1,046 673 372 その他 1,168 717 450

合 計 5,324 3,454 1,869 合 計 4,538 2,899 1,638 合 計 5,032 3,087 1,945

(注)取得価額相当額は、未経過リー

    ス料中間期末残高が有形固定資
    産の中間期末残高等に占める割

    合が低いため、支払利子込み法

    により算定しております。

同　　　　　左 (注)取得価額相当額は、未経過リー

    ス料期末残高が有形固定資産の
    期末残高等に占める割合が低い

    ため、支払利子込み法により算

    定しております。

(2)未経過リース料中間期末残高相当額

１年内     765 百万円

１年超   1,104 百万円
合  計   1,869 百万円

(2)未経過リース料中間期末残高相当額

１年内     559 百万円

１年超   1,079 百万円
合  計   1,638 百万円

(2)未経過リース料期末残高相当額

１年内     703 百万円

１年超   1,242 百万円
合  計   1,945 百万円

(注)未経過リース料中間期末残高相

    当額は、未経過リース料中間期

    末残高が有形固定資産の中間期
    末残高等に占める割合が低いた

    め、支払利子込み法により算定
    しております。

同　　　　　左 (注)未経過リース料期末残高相当額

    は、未経過リース料期末残高が

    有形固定資産の期末残高等に占
    める割合が低いため、支払利子

    込み法により算定しております。

(3)当中間期の支払リース料及び減価
   償却費相当額

支 払 リ ー ス 料           367 百万円

減価償却費相当額   367 百万円

(3)当中間期の支払リース料及び減価
   償却費相当額

支 払 リ ー ス 料           589 百万円

減価償却費相当額   589 百万円

(3)当期の支払リース料及び減価償却
   費相当額

支 払 リ ー ス 料             906 百万円

減価償却費相当額     906 百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法

同　　　　　左

(4)減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存
   価額を零とする定額法によってお

   ります。

(4)減価償却費相当額の算定方法

同　　　　　左

２．オペレーティング・リース

    取引

２．オペレーティング・リース

    取引

２．オペレーティング・リース

    取引

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

１年内      52 百万円
１年超      58 百万円

合  計     111 百万円

１年内      53 百万円
１年超     111 百万円

合  計     164 百万円

１年内      53 百万円
１年超      84 百万円

合  計     138 百万円



－９－

６．部 門 別 売 上 高       

（単位：百万円）

当　中　間　期 前　年　中　間　期 前　　　　期
平成11年4月 1日から

平成11年9月30日まで

平成10年4月 1日から

平成10年9月30日まで

増 　  減 平成10年4月 1日から

平成11年3月31日まで

期   別

部   門 金　 額 構成比 金　 額 構成比 金　 額 増減率 金　 額 構成比

％ ％ ％ ％

家 賃 収 入            6,533   17.8      6,876   18.9  △    342 △ 5.0     13,734   19.0

施 設 利 用 料 収 入      3,871   10.5      3,564    9.8        307    8.6      7,565   10.4

そ の 他 の 収 入            2,452    6.7      2,272    6.3        180   7.9      4,481    6.2

（駐  車  場  収  入） (    1,106) (  3.0) (    1,014) (  2.8) (       91) (  9.0)(    1,928) (  2.7)

（その他サービス業務収入） (    1,346) (  3.7) (    1,257) (  3.5) (       88) (  7.1)(    2,552) (  3.5)

商 品 売 上           23,909   65.0     23,652   65.0        256    1.1     46,565  64.4

（羽　　　　田） (   11,446) ( 31.1) (   11,342) ( 31.2) (      104) (  0.9)(   22,508) ( 31.1)

（成　　　　田） (    8,639) ( 23.5) (    8,628) ( 23.7) (       11) (  0.1)(   16,708) ( 23.1)

（大 　阪 　他） (    3,822) ( 10.4) (    3,682) ( 10.1) (      140) (  3.8)(    7,347) ( 10.2)

合　　　計     36,767 100.0     36,366 100.0        401    1.1     72,346  100.0



－１０－

７．有価証券の時価等         

                                                           （単位：百万円）

当 中 間 期         
(平成 1 1 年 9 月 30 日現在)

前　年　中　間　期
(平成 1 0 年 9 月 30 日現在)

前   期         
(平成 1 1 年 3 月 31 日現在)種　　　　　　類

中間貸借対       
照表計上額       時 価 評価損益

中間貸借対       
照表計上額       時 価 評価損益

貸 借 対 照       
表 計 上 額       時 価 評価損益

流動資産に属するもの

         株            式     1 1 0 24 23 △    0  1  1      0

         債            券     24 23 △    0 1,198 1,233 34   610   624 13

         そ    の     他     36 43 7 1,469 1,472 2   118   123      5

         小            計 61 69 7 2,692 2,728  35   730   749 19

固定資産に属するもの

         株            式 1,581 5,974 4,393 1,269 1,671  402 1,585 3,994 2,408

         債            券   7,908 8,306 398 7,348 7,667 318 7,523 7,883 360

         そ    の     他 － － － － － － － － －

        小             計   9,489 14,281 4,792 8,618 9,339 721 9,108 11,877 2,769

        合             計 9,550 14,351 4,800 11,311 12,067  756  9,839 12,627 2,788

　（注）

当  中  間  期         前　年　中　間　期 前    期         

１.有価証券の時価等は次の算定根拠によっ
ております。

１.有価証券の時価等は次の算定根拠によ
っております。

１.有価証券の時価等は次の算定根拠によ
っております。

① 上 場 有 価 証 券           
主に東京証券取引所の最終価格
② 店 頭 売 買 有 価 証 券           
日本証券業協会が公表する売買価格等
③ 気配等を有する有価証券
 (①､②に該当する有価証券を除く。)
日本証券業協会が公表する公社債店頭
基準気配等
④ 非上場の証券投資信託の受益証券

① 上 場 有 価 証 券           
　　同　　　　　左
② 店 頭 売 買 有 価 証 券           
　　同　　　　　左
③ 気配等を有する有価証券
 (①､②に該当する有価証券を除く。)
　　同　　　　　左

④ 非上場の証券投資信託の受益証券

① 上 場 有 価 証 券           
　　同　　　　　左
② 店 頭 売 買 有 価 証 券           
　　同　　　　　左
③ 気配等を有する有価証券
 (①､②に該当する有価証券を除く。)
　　同　　　　　左

④ 非上場の証券投資信託の受益証券

基準価格
⑤ 上記以外の債券（時価の算定が困難な
ものを除く。）
日本証券業協会が公表する公社債店頭
基準気配銘柄の利回り、残存償還期間
等を勘案して算定した価格
なお、残存償還期間の算定に当たって
は、償還の日については、債券の種類
等の別にそれぞれ償還の日として最も
多く用いられている日とし、社債券の
償還の月については、6 月又は 12 月
を償還の月とみなしております。

２.流動資産に属する株式には自己株式を含
めて表示しております。
評　価　損　益　　　△　　0百万円

３.開示の対象から除いた主な有価証券の中
間貸借対照表計上額

① 流動資産に属するもの

　　同　　　　　左
⑤ 上記以外の債券（時価の算定が困難
なものを除く。）
　　同　　　　　左

２.流動資産に属する株式には自己株式を
含めて表示しております。
評　価　損　益　　 △　　0 百万
円

３.開示の対象から除いた主な有価証券の
中間貸借対照表計上額

① 流動資産に属するもの

　　同　　　　　左
⑤ 上記以外の債券（時価の算定が困難
なものを除く。）
　　同　　　　　左

２.流動資産に属する株式には自己株式を
含めて表示しております。
評　価　損　益　　　　 　0 百万
円

３.開示の対象から除いた主な有価証券の
貸借対照表計上額

① 流動資産に属するもの

基準価額が相場変動の
影響を受けない証券投
資信託の受益証券

9,455百万円
基準価額が相場変動の
影響を受けない証券投
資信託の受益証券

11,903 百万円
基準価額が相場変動の
影響を受けない証券投
資信託の受益証券

4,745百万円

残存償還期間が１年内
の非上場の内国債券

895 百万円

クローズド期間内の証
券投資信託の受益証券

100 百万円 クローズド期間内の証
券投資信託の受益証券

50百万円

② 固定資産に属するもの ② 固定資産に属するもの ② 固定資産に属するもの

店頭売買株式を除く非
上場株式

6,151百万円
店頭売買株式を除く非
上場株式

5,988百万円
店頭売買株式を除く非
上場株式

6,001百万円

８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

該当事項はありません。


